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○新潟市心身障害者扶養共済制度条例施行規則

平成19年3月30日

規則第117号

改正 平成20年3月27日規則第37号

平成21年3月30日規則第22号

平成22年3月30日規則第7号

平成25年3月28日規則第61号

平成25年7月30日規則第71号

平成26年3月20日規則第25号

平成26年5月20日規則第63号

平成26年9月22日規則第90号

平成27年3月20日規則第29号

平成27年7月2日規則第67号

平成27年12月25日規則第90号

(趣旨) 

第1条 この規則は，新潟市心身障害者扶養共済制度条例(平成18年新潟市条例第84号。以

下「条例」という。)の施行に伴い，必要な事項を定めるものとする。

(平22規則7・一部改正) 

(加入等の申込み) 

第2条 条例第5条第1項の規定による加入の申込みは，別記様式第1号による加入等申込書

に次に掲げる書類を添えて市長に提出して行わなければならない。ただし，市内に住所を

有する者は，第1号に掲げる書類を省略することができる。

(1) 加入申込者及びその扶養する心身障がい者の住民票の写し

(2) 別記様式第2号による障がい証明書

(3) 別記様式第3号による申込者告知書

2 条例第6条の3第1項の規定による口数追加の申込みは，加入等申込書に申込者告知書を

添えて市長に提出して行わなければならない。

3 市長は，第1項の加入の申込み又は前項の口数追加の申込みを受けて加入又は口数追加

(以下「加入等」という。)を承認するかどうかを決定したときは，その結果を加入等の申

込者に通知するものとする。

4 市長は，加入等を承認された者が第1回目の掛金を納入したときは，加入等に係る証書
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を交付するものとする。

(平25規則61・一部改正) 

(掛金の納入) 

第3条 条例第8条に規定する掛金は，月払とし，納入通知書又は口座振替により毎月末日

までに納入しなければならない。

(平26規則25・一部改正) 

(掛金の減免) 

第4条 条例第9条の規定による掛金の一部又は全部の免除(以下「掛金の減免」という。)

は，加入者が次の各号のいずれかの世帯の構成員であるときに，条例第8条第1項の掛金

に当該各号に定める割合を乗じて得た額を減ずることにより行うものとする。

(1) 生活保護法(昭和25年法律第144号)に規定する保護を受けている世帯(同法第10条た

だし書の規定により，個人を単位として保護の決定が行われているものを除く。)又は

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶

者の自立の支援に関する法律(平成6年法律第30号)に規定する支援給付を受けている世

帯 100分の100 

(2) 市町村民税が課せられていない者のみで構成されている世帯(前号に掲げるものを

除く。) 100分の75 

(3) 市町村民税の所得割を課せられていない者のみで構成されている世帯(前2号に掲げ

るものを除く。) 100分の65 

(4) その他生活困窮のため掛金を納入することが困難と市長が認めた事由に該当する世

帯 市長が定める割合

2 掛金の減免を受けようとする者は，別記様式第4号による掛金減免申請書を市長に提出

し，その承認を受けなければならない。

3 市長は，掛金の減免を承認するかどうかを決定したときは，その結果を申請者に通知す

るものとする。

4 掛金の減免の承認を受けた加入者は，第1項各号のいずれにも該当しなくなったときは，

速やかに別記様式第5号による掛金減免事由消滅届出書を市長に提出しなければならな

い。

5 市長は，偽りその他不正の手段により掛金の減免を受けた者があるときは，その承認を

取り消し，減免した掛金を遡って徴収することができる。

(平20規則37・平26規則90・平27規則29・一部改正) 
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(障がい状態) 

第5条 条例第2条第3項ただし書に規定する規則で定める場合は，次に掲げる状態(加入者

が制度加入前に既に有していた障がい又は加入前の原因により加入後生じた障がいによ

るものに限る。)にある加入者に，既に障がいを生じていた身体の同一部位に新たな障が

いが加重して生じた場合とする。

(1) 1眼の視力を全く永久に失った状態

(2) 1上肢を手関節以上で失った状態

(3) 1下肢を足関節以上で失った状態

(4) 1上肢の用を全く永久に失った状態

(5) 1下肢の用を全く永久に失った状態

(6) 1手の母指及び示指を含んで4手指以上を失い，若しくはその用を全く永久に失った

もの又は1手の母指若しくは示指を含んで3手指以上を失い，若しくはその用を全く永

久に失い，かつ，他の1手の母指若しくは示指を含んで2手指以上を失い，若しくはそ

の用を全く永久に失った状態

(7) 1耳の聴力を全く永久に失った状態

2 条例第10条第3項及び第20条第1項第2号に規定する規則で定める障がい状態は，前項各

号に掲げる状態(口数追加加入者が口数追加前に既に有していた障がい又は口数追加前の

原因により生じた障がいによるものに限る。)にある口数追加加入者に，既に障がいを生

じていた身体の同一部位に新たな障がいが加重して生じた状態とする。

(年金の支給の請求) 

第6条 条例第10条の規定による年金の支給を受けようとする者は，別記様式第6号による

年金支給請求書に次に掲げる書類を添えて市長に請求しなければならない。

(1) 加入者の死亡により請求する場合

ア 加入者の死亡診断書若しくは死体検案書又はこれらに代わる書類。ただし，当該加

入者の死亡が加入した日(口数追加加入者にあっては，口数追加の日)から2年以内の

ものであるときは，別記様式第7号による死亡証明書

イ 加入者の住民票の除票の写し(届け出ている氏名と住民票に記載された氏名が異な

る場合は，戸籍又は除籍の抄本。以下同じ。) 

ウ 心身障がい者の住民票の写し

エ その他市長が必要と認める書類

(2) 加入者の重度障がいの状態により請求する場合
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ア 別記様式第8号による重度障がい診断書

イ 加入者及び心身障がい者の住民票の写し

ウ その他市長が必要と認める書類

2 市長は，前項に定める年金の支給の請求を受けて年金の支給を決定したときはその旨の

通知書及び年金の支給に係る証書を交付し，年金を支給しないことを決定したときはその

旨の通知書を申請者に交付するものとする。

(平26規則25・一部改正) 

(加入証書等の再交付) 

第7条 第2条第4項に規定する加入等に係る証書又は前条第2項に規定する年金の支給に係

る証書を亡失し，又は損傷したときは，加入者又は年金受給権者若しくは年金管理者は，

別記様式第9号による加入証書等再交付申請書を市長に提出して再交付を受けなければ

ならない。

(平26規則25・一部改正) 

(年金の支給停止の通知等) 

第8条 条例第12条の規定により年金の支給を停止したときは，その旨を年金受給権者又は

年金管理者に通知するものとする。

2 市長は，年金の支給停止の事由が消滅したときは，その旨を年金受給権者又は年金管理

者に通知するとともに，年金受給権者に年金を支給する。

(弔慰金の支給の請求) 

第9条 条例第16条の規定による弔慰金の支給を受けようとする者は，別記様式第10号によ

る弔慰金支給請求書に次に掲げる書類を添えて市長に請求しなければならない。

(1) 加入者の住民票の写し

(2) 心身障がい者の住民票の写し

(3) その他市長が必要と認める書類

2 市長は，前項に定める弔慰金の支給の請求を受けて弔慰金を支給するかどうかを決定し

たときは，その結果を申請者に通知するものとする。

(脱退一時金の支給の請求) 

第10条 条例第17条の規定による脱退一時金の支給を受けようとする者は，別記様式第11

号による脱退一時金支給請求書に次に掲げる書類を添えて市長に請求しなければならな

い。ただし，市内に住所を有する者は，第1号及び第2号に掲げる書類を省略することが

できる。
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(1) 加入者の住民票の写し

(2) 心身障がい者の住民票の写し

(3) その他市長が必要と認める書類

2 市長は，前項に定める脱退一時金の支給の請求を受けて脱退一時金の支給を決定したと

きは，その旨を申請者に通知するものとする。

(平25規則61・一部改正) 

(脱退等の申出) 

第11条 条例第20条第1項第4号に規定する脱退の申出及び同条第2項第1号に規定する口数

の減少の申出は，別記様式第12号による脱退(減少)届出書に，脱退の申出の場合にあって

は新潟市心身障害者扶養共済制度加入証書及び新潟市心身障害者扶養共済制度口数追加

証書を，口数の減少の申出の場合にあっては新潟市心身障害者扶養共済制度口数追加証書

を添えて市長に提出して行わなければならない。

(届出) 

第12条 条例第21条の規定による届出は，それぞれ次に掲げる書類を提出して行わなけれ

ばならない。

(1) 条例第21条第1項第1号，第2項第2号又は第3項第1号の規定による届出をする場合 

別記様式第13号による氏名・住所変更届出書

(2) 条例第21条第1項第2号，第2項第1号又は第3項第2号の規定による届出をする場合 

別記様式第14号による死亡・重度障がい届出書

(3) 条例第21条第1項第3号の規定による届出をする場合 別記様式第15号による年金

管理者指定届出書又は別記様式第16号による年金管理者変更届出書

(4) 条例第21条第3項第3号の規定による届出をする場合 別記様式第17号による年金

支給停止事由発生・消滅届出書

(5) 条例第21条第4項の規定による届出をする場合 別記様式第18号による年金受給権

者現況届出書

2 前項第5号の年金受給権者現況届出書は，毎年4月1日における現況を記載して，その年

の5月末日までに提出しなければならない。この場合において，年金受給権者が市外に住

所を有するときは，当該年金受給権者の住民票の写しを添えなければならない。

(平20規則37・一部改正) 

(台帳) 

第13条 市長は，加入者，心身障がい者及び年金管理者並びに年金の支給に関する事項を
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記載し，整理するため，台帳を作成するものとする。

附 則

(施行期日) 

1 この規則は，平成19年4月1日から施行する。

(経過措置) 

2 この規則の施行の日(以下「施行日」という。)の前日までに，新潟県心身障害者扶養共

済制度条例施行規則(昭和45年新潟県条例第8号)の規定により，新潟県知事が交付した通

知書又は新潟県知事に提出されている申請書若しくは届出書で，この規則の施行の際現に

効力を有するものは，この規則の相当規定により交付し，又は提出されたものとみなす。

(保護等受給世帯に関する特例) 

3 平成25年7月31日において現に生活保護法に規定する保護(同法第10条ただし書の規定

により個人を単位として保護の決定が行われているものを除く。)又は中国残留邦人等の

円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律による支援給付を受けてい

る世帯(以下この項及び次項において「保護等受給世帯」という。)であって，平成25年厚

生労働省告示第174号による改正前の生活保護法による保護の基準(昭和38年厚生省告示

第158号)に規定する基準により算定したならば同日後も保護等受給世帯であった世帯に

係る第4条第1項第1号の規定の適用については，平成25年8月1日から平成26年3月31日ま

での間は，当該世帯を保護等受給世帯とみなす。

(平25規則71・追加，平26規則63・平27規則67・一部改正) 

4 平成26年3月31日において現に保護等受給世帯であって，平成26年厚生労働省告示第

136号による改正前の生活保護法による保護の基準に規定する基準により算定したなら

ば同日後も保護等受給世帯であった世帯に係る第4条第1項第1号の規定の適用について

は，平成26年4月1日から平成27年3月31日までの間は，当該世帯を保護等受給世帯とみ

なす。

(平26規則63・追加) 

5 平成27年3月31日において現に生活保護法に規定する保護(同法第10条ただし書の規定

により個人を単位として保護の決定が行われているものを除く。)又は中国残留邦人等の

円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関

する法律(平成6年法律第30号)による支援給付を受けている世帯(以下「保護等受給世帯」

という。)であって，平成27年厚生労働省告示第227号による改正前の生活保護法による

保護の基準に規定する基準により算定したならば同日後も保護等受給世帯であった世帯
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に係る第4条第1項第1号の規定の適用については，平成27年4月1日から平成28年3月31日

までの間は，当該世帯を保護等受給世帯とみなす。

(平27規則67・追加) 

附 則(平成20年規則第37号) 

(施行期日) 

1 この規則中第4条，第12条及び別記様式第4号の改正規定並びに別記様式第18号の改正規

定(「写し」の次に「(年金受給権者が市外に住所を有する場合に限る。)」を加える部分に

限る。)は平成20年4月1日から，その他の規定は公布の日から施行する。

(経過措置) 

2 この規則の施行の際，残存する用紙については，当分の間，これを適宜修正して使用す

ることができる。

附 則(平成21年規則第22号) 

(施行期日) 

1 この規則は，平成21年4月1日から施行する。

(経過措置) 

2 この規則の施行の日前に，改正前の新潟市心身障害者扶養共済制度条例施行規則の規定

により提出された申込者告知書及び重度障がい診断書は，改正後の新潟市心身障害者扶養

共済制度条例施行規則の相当規定により提出された申込者告知書及び重度障がい診断書

とみなす。

附 則(平成22年規則第7号) 

この規則は，平成22年4月1日から施行する。

附 則(平成25年規則第61号) 

(施行期日) 

1 この規則は，平成25年4月1日から施行する。

(経過措置) 

2 この規則の施行の際現にある改正前の別記様式第1号，別記様式第3号から別記様式第6

号まで及び別記様式第9号から別記様式第18号までの規定による用紙については，当分の

間，これを取り繕って使用することができる。

附 則(平成25年規則第71号) 

この規則は，平成25年8月1日から施行する。

附 則(平成26年規則第25号) 
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(施行期日) 

1 この規則は，平成26年4月1日から施行する。

(経過措置) 

2 この規則の施行の際現にある改正前の別記様式第6号による用紙については，当分の間，

これを取り繕って使用することができる。

附 則(平成26年規則第63号) 

この規則は，公布の日から施行し，第1条の規定による改正後の新潟市児童福祉施設負担

金等徴収規則の規定，第2条の規定による改正後の新潟市ひまわりクラブ条例施行規則の規

定，第3条の規定による改正後の新潟市廃棄物の減量及び適正処理等に関する条例の施行及

び一般廃棄物処理業の許可等に関する規則の規定，第4条の規定による改正後の新潟市介護

保険条例施行規則の規定，第5条の規定による改正後の新潟市児童福祉施設負担金等徴収規

則の一部を改正する規則の規定，第6条の規定による改正後の新潟市市税条例施行規則の規

定及び第7条の規定による改正後の新潟市心身障害者扶養共済制度条例施行規則の規定は，

平成26年4月1日から適用する。

附 則(平成26年規則第90号) 

この規則は，平成26年10月1日から施行する。

附 則(平成27年規則第29号) 

(施行期日) 

1 この規則は，平成27年4月1日から施行する。

(編入前の市町村において掛金の助成を受けていた者に係る掛金の減免) 

2 条例附則第2項の規定により新潟市心身障害者扶養共済制度に加入したものとみなされ

た者のうち，編入前の黒埼町，新津市，豊栄市，小須戸町，横越町，亀田町又は中之口村

(以下これらを「編入前の市町村」という。)から掛金の助成を受けていた者の掛金の減免

については，改正後の第4条第1項の規定にかかわらず，改正前の第4条第1項の規定によ

る掛金の減免のほか，当該減免後の掛金の額に編入前の市町村が行っていた掛金の助成に

係る助成率を乗じて得た額を減免する。

附 則(平成27年規則第67号) 

この規則は，公布の日から施行し，第1条の規定による改正後の新潟市児童福祉施設負担

金等徴収規則の規定，第2条の規定による改正後の新潟市ひまわりクラブ条例施行規則の規

定，第3条の規定による改正後の新潟市廃棄物の減量及び適正処理等に関する条例の施行及

び一般廃棄物処理業の許可等に関する規則の規定，第4条の規定による改正後の新潟市介護
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保険条例施行規則の規定，第5条の規定による改正後の新潟市児童福祉施設負担金等徴収規

則の一部を改正する規則の規定，第6条の規定による改正後の新潟市市税条例施行規則の規

定，第7条の規定による改正後の新潟市心身障害者扶養共済制度条例施行規則の規定，第8

条の規定による改正後の新潟市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担に

関する規則の規定及び第9条の規定による改正後の新潟市立幼稚園授業料規則の規定は，平

成27年4月1日から適用する。

附 則(平成27年規則第90号) 

この規則は，平成28年1月1日から施行する。
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別記様式第1号(第2条関係) 

(平22規則7・平25規則61・平27規則90・一部改正) 

別記様式第2号(第2条関係) 

(平22規則7・一部改正) 

別記様式第3号(第2条関係) 

(平21規則22・全改，平22規則7・平25規則61・一部改正) 

別記様式第4号(第4条関係) 

(平27規則90・全改) 

別記様式第5号(第4条関係) 

(平25規則61・一部改正) 

別記様式第6号(第6条関係) 

(平25規則61・平26規則25・平27規則90・一部改正) 

別記様式第7号(第6条関係) 

別記様式第8号(第6条関係) 

(平21規則22・全改) 

別記様式第9号(第7条関係) 

(平25規則61・一部改正) 

別記様式第10号(第9条関係) 

(平25規則61・一部改正) 

別記様式第11号(第10条関係) 

(平25規則61・一部改正) 

別記様式第12号(第11条関係) 

(平25規則61・一部改正) 

別記様式第13号(第12条関係) 

(平27規則90・全改) 

別記様式第14号(第12条関係) 

(平25規則61・一部改正) 

別記様式第15号(第12条関係) 

(平25規則61・一部改正) 

別記様式第16号(第12条関係) 

(平25規則61・一部改正) 
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別記様式第17号(第12条関係) 

(平25規則61・一部改正) 

別記様式第18号(第12条関係) 

(平20規則37・平21規則22・平25規則61・平27規則90・一部改正) 


